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公立福生病院 職員募集

試験日・試験内容
   5月24日㈯　小論文（800字以内）、面接
申込書受付期間
　4月21日㈪～5月7日㈬ 午前9時～午後5時
　(土・日曜日、祝日は除きます）

問合せ　公立福生病院　　551―1111（内線2512～2514）

受験資格など詳しくは、ホームページをご覧ください

ホームページ　http://www.fussahp.jp/

採用予定日　平成27年4月1日

職種

看護師
専門看護師
認定看護師

助産師
募集人員
5名程度
20名程度

若干名

※当該免許を有する方は、随時採用します。
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対　象　次の要件にすべて当てはまる方
▶自ら居住する町内の住宅に新たに対象機器を設置し
た方、または対象機器を設置している新築住宅を町
内に購入した方

▶町税および国民健康保険税（他の区市町村において
徴収するものを含みます）を滞納していない方

▶設置した機器が新品であること
申請期間　平成26年4月1日～平成27年3月31日
申請方法　該当機種の設置後、申請書に必要書類を添付

して環境課（みずほリサイクルプラザ内）へ提
出してください。

※申請書は環境課と商工会で配布しています（町ホーム
　ページからダウンロードできます）。
必要書類
▶設置機器の保証書の写し
▶機器の購入にかかった領収書または支払い金額を証
明できるもの

▶設置機器の仕様が確認できる見積書
▶設置状況の写真
▶太陽光発電システムは、電力会社との電力受給に関
する契約書の写し

▶設置機器に関わる国および東京都等の補助金交付決
定通知書がある場合はその写し

▶住民票、納税証明書（添付の必要のない場合がありま
すので、ご相談ください）

その他
▶販売および賃貸借の目的で設置する方、賃貸住宅に
対して設置しようとする方は利用できません

▶平成26年4月1日以降に設置したものが対象です
▶申請は同一住宅につき1回、1機器に限ります（複数の
機器の申請はできません）

▶現地調査を行う場合があります
▶助成金をご利用の方には、環境に関する町の調査や
活動にご協力をいただく場合があります

住宅用環境配慮型機器購入費助成金制度 問合せ　環境課　　557―0544

　地球温暖化の原因である温室効果ガスを削減するため、高効率給湯器や太陽光発電システム等を購入・設置した方
へ費用の一部を助成します。

助成対象機器と助成額（いずれも住宅用）

対象機器

二酸化炭素冷媒
ヒートポンプ給湯器
潜熱回収型給湯器

太陽光発電システム

太陽熱温水器

2万円に対象機器の最大出力
キロワットを乗じた額（限度
額16万円）

集熱面積（㎡）を乗じた額
（限度額　自然循環式　1万5
千円、強制循環式　3万円）

燃料電池 購入金額の4％（限度額8万円）

蓄電池 購入金額の4％（限度額6万円）

購入金額の10％（限度額4万円）

購入金額の10％（限度額2万円）

※対象機器には基準があります。
※助成額は 1,000 円未満の端数を切り捨てた額です。
　詳しくは、お問い合わせください。

助成額（購入金額の10％）
※ただし限度額は次の通り

瑞穂町との関連を装った耐震診断・改修業者にご注意ください !!

住宅改修補助制度 問合せ　産業課　　557―7633

対　象　次の要件を満たす方
▶町内に居住する、改修工事を行う住宅の所有者または居住者
▶申請日現在、町税を滞納していない方
▶過去において同様の補助金等の交付を受けていない方

申請期間　４月１日㈫から予算がなくなり次第、受付を終了します。
申請方法　申請書に必要書類を添付して商工会へ提出してください。
※申請書は、産業課と商工会で配布しています。町ホームペー
　ジからもダウンロードできます。
提出書類
▶申請書　▶工事見積書の写し　▶施工前の写真
▶施工業者一覧表（施工業者が複数の場合）

▶建築確認申請を要する増築の場合は、建築確認申請の
写しと図面　▶賃貸住宅等の居住者が申請するときは、
家屋の所有者または管理者の発行する承諾書

その他
▶工事金額２０万円（税別）以上の工事が対象となります
▶指定期日までに工事完了報告書および施工後の写真を
提出していただきます

▶現地調査を行う場合があります
▶予算がなくなり次第、受付を終了します
▶他の補助制度との併用の場合、提出された書類の写しを
提出していただきます

　個人住宅の改修工事等を町内の施工事業者を利用して行った方へ工事費用の一部を助成します。改修工事の見積
額（税別）または工事完了後の工事額（税別）のいずれか少ない額の10％で最高7万5千円（千円未満の金額は切り捨
て）まで補助します。
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住宅関連助成制度のお知らせ

○対象住宅　　昭和56年5月31日以前に建築を着工した、町内の木造一戸建建築物（延べ床面積の2分の1以上を
住居として使用しているもの）

○対　象　　　①申請日現在、町内に住所のある方
　　　　　　　②自己の居住の用途に供する助成対象住宅を所有する方
　　　　　　　③町税および国民健康保険税の滞納していない方
○助成額　　　耐震診断に要した経費の2分の1（上限額10万円）　件数　15件程度予定

○対象住宅　　①住宅耐震診断費助成事業と同じ
　　　　　　　②耐震改修を行う前に耐震診断を受け、その評点が1.0未満であること
　　　　　　　③耐震改修を行った後の評点が1.0以上となること
　　　　　　　④行われた耐震改修が建築基準法等の規定に違反していないこと
○対　象　　　住宅耐震診断費助成事業と同じ
○助成額　　　耐震改修に要した経費の2分の1（上限額100万円）　件数　5件程度予定
○施工業者　　町内に事業所のある業者

○対象住宅　　①耐震改修費助成事業①②と同じ
　　　　　　　②以下いずれにも該当すること
　　　　　　　ア）そこに居住する世帯の年間所得額が200万円以下であること
　　　　　　　イ）そこに居住する世帯が、助成の申請の日において65歳以上の方。または未成年者、あるいは身
　　　　　　　　　体上の障がいの程度が身体障害者福祉法施行規則別表5号の１級または2級の方で構成され

　　ること
○対　象　　　住宅耐震診断費助成事業と同じ
○助成額　　　耐震改修に要した経費の10分の6（上限額50万円）　件数　5件程度予定

住宅耐震診断費助成事業 問合せ　地域課　　557―7610

問合せ　地域課　　557―7610

問合せ　商工会　　 557－3389耐震改修費助成事業

簡易耐震改修費助成事業

　あなたの命を守るため　建物の耐震化を。
　一般木造住宅の耐震診断、耐震改修などに関する費用助成をご利用ください。
　詳しくは、担当課へご相談ください。

耐震診断の結果、耐震性の不十分な木造住宅について、耐震改修工事費用の一部を助成します。

　耐震診断の結果、耐震性の不十分な木造住宅について、家屋の倒壊から命を守る空間を確保するため、安価な
耐震シェルターや防災ベッドの設置費用の一部を助成します。

　住宅が大地震で倒壊しないかどうかを見極めるための診断に要する費用の一部を助成します。
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